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biz-us光サービス契約約款 

 

第１条（約款の適用） 

株式会社ＭＪＥ（以下、「当社」といいます。）は、このbiz-us光サービス契約約款（以下、「本約款」と

いいます。）を定め、これにより当社とbiz-us光サービス（以下、「本サービス」といいます。）に関する

契約（以下、「本サービス利用契約」といいます。）を締結している者（以下、「契約者」といいます。）

に対し、本サービスを提供します。本サービスの利用については、本約款ならびにその他の個別規定お

よび追加規定（以下、「個別規定等」といいます。）が適用されます。なお、本約款と個別規定等との間

に齟齬が生じた場合、個別規定等が本約款に優先して適用されるものとします。また、本サービスは、

東日本電信電話株式会社（以下、「NTT東日本」といいます。）および西日本電信電話株式会社（以下、

「NTT西日本」といいます。）の電気通信回線を用いております。本サービス利用契約、その他の個別

規定および追加規定に規定がないものは、両社の約款に準じます。 

 

第２条（本約款の変更） 

1. 当社は、次の各号のいずれかに該当する場合、本約款を変更する場合があります。この場合、料

金その他の提供条件は、変更後の本約款によるものとします。 

(1) 本約款の変更が契約者への一般の利益に適合するとき 

(2) 本約款の変更が、本約款の目的に反せず、かつ、変更の必要性、変更後の内容の相当性、変更の

内容その他の変更に係る事情に照らして合理的なものであるとき 

2. 本約款の変更、その他の本サービスに関する重要事項の契約者に対する通知は、当社の判断によ

り以下のいずれかの方法で行うものとします。 

(1) 当社ホームページ上に掲載することにより行います。この場合、掲載されたときをもって、全て

の契約者に対し通知が完了したものとみなします。 

(2) その他、当社が適切と判断する方法で行います。この場合、当該通知の中で当社が指定したとき

をもって、当該通知が完了したものとみなします。 

 

第３条（契約の成立） 

1. 本サービス利用契約は、利用希望者が本約款に同意したうえで当社の別途定める手続に従い本サ

ービス利用契約申込みをし、当社が申込者を利用者として登録した時点をもって成立するものと

します。 

2. 本サービス開始日は、当社による回線工事完了後、当社が別途定める日とし、当社は本サービス

開始日を当社が適当と認める方法で契約者に通知するものとします。 

3. 当社は、本契約に関する約款、重要事項説明書その他契約に関する書面を、書面、当社ホームペ

ージへの掲載、電子メールその他当社所定の電磁的方法により交付するものとします。 

 

第４条（契約の単位） 

当社は、１回線収容部または１利用回線ごとに本サービス利用契約を締結します。 

 

第５条（サービスの提供区域） 

本サービスは、当社が別途定める提供区域において提供します。 

 

第６条（契約申込の承諾） 

1. 当社は、本サービス利用契約の申込みを承諾するときは、第２条第２項（本約款の変更）に基づ

き契約申込者に通知します。 

2. 当社は、次の各号に該当する場合には、本サービス利用契約の申込みを承諾しないことがありま

す。 

(1) 本サービス利用契約の申込みをした者が、その本サービスに係る利用回線の契約を締結している

者と同一の者とならないとき。 

(2) 本サービスを提供することまたは保守することが技術上著しく困難なとき。 

(3) 本サービス利用契約の申込みをした者が本サービスの料金または工事に関する費用の支払いを現
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に怠り、または怠るおそれがあるとき。 

(4) 本サービス利用契約の申込みに際し、申込内容に虚偽、誤記または記載漏れがあることが判明し

たとき。 

(5) その他、当社の業務の遂行上著しい支障があるとき。 

 

第７条（契約の変更） 

1. 契約者は、当社が別に定めるところにより、本サービスの品目の変更の申込みをすることができ

ます。 

2. 契約者は、次の場合には、その変更の内容を事前に、または変更後速やかに当社へ届け出るもの

とします。 

（1）契約者の氏名または名称の変更 

（2）契約者の住所または所在地の変更 

住所表記の変更については速やかに当社へ届け出るものとします。転居等により物理的な住

所が変更となる場合は、提供エリア等の都合により、本サービスの解約または移転等の手続

きが必要となる場合があります。 

（3）電話番号または電子メールアドレスの変更 

（4）通信料金等請求書の送付先または請求先情報の変更 

3. 当社は前項の申込みがあったときは、第６条（契約申込みの承諾）の定めに準じて取り扱います。 

4. 当社は、本条の申込みまたは届出があったときは、その内容を証明する書類の提示または提出を

求めることがあります。 

 

第８条（契約者の地位の継承） 

1. 相続または法人の合併もしくは分割により、契約者の地位の承継があったときは、相続人または

契約者の地位を承継した法人は、当社所定の書面にこれを証明する書類を添えて、当社に届け出

るものとします。 

2. 前項の場合に、地位を承継した者が２人以上あるときは、そのうちの１人を当社に対する代表者

と定め、当社所定の書面にて届け出るものとします。当該代表者を変更したときも同様に届け出

ていただくものとします。 

3. 当社は、前項の定めによる届出のなされた者のみを代表者として取り扱うものとします。また、

当社は前項の定めによる届出があるまでの間、地位を承継された者、または、地位を承継した者

のうちの１人を代表者として取り扱うことができるものとします。 

 

第９条（権利の譲渡等の禁止） 

契約者は、当社の承諾なく、契約者として有する権利の第三者への譲渡、使用許諾、売却または契約者

として有する権利に対する質権の設定等担保に供する行為を行ってはならないものとします。 

 

第１０条（機器損害金の支払い義務） 

契約者は、当社が貸与した端末設備を紛失、破損した場合及びその他の理由により端末設備を当社に返

却しない場合、料金表に規定する機器損害金を支払うものとします。 

 

第１１条（契約者が行う本サービス利用契約の解除） 

契約者は、解約希望日の１か月前までに、当社所定の方法（電話、電子メールその他当社が指定する方

法）により通知することで、本サービス利用契約を解除することができるものとします。契約者は、本

サービス利用契約を解除する場合、当社に対する一切の債務について期限の利益を喪失し、直ちに当社

に弁済しなければならないものとします。契約者が、契約期間満了日の属する月以外に本サービスを解

約する場合は、第１４条に定める契約解除料を支払うものとします。 

 

第１２条（契約期間） 

本サービスの契約期間は、サービス利用開始日を起算日として2年間とします。 

 

第１３条（契約の更新） 
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契約期間満了日の属する月（以下「更新月」といいます。）をもって契約期間は満了するものとし、契

約者または当社から別段の意思表示がない場合は、同一条件にて2年間更新されるものとします。以後

も同様とします。 

 

第１４条（契約解除料） 

契約者が更新月以外に本サービス利用契約を解約する場合は、当社からの請求に従い別紙料金表に定め

る契約解除料を支払うものとします。なお、個人契約者および個人事業主契約者の契約解除料について

は、電気通信事業法その他関係法令に基づき適用するものとします。 

 

第１５条（当社が行う本サービス利用契約の解除） 

1. 当社は、次の場合には、本サービス利用契約を解除することがあります。 

(1) 第１７条（利用停止）第１項の定めにより本サービスの利用を停止された契約者が、合理的な期

間が経過してもなおその事実を解消しないとき。 

(2) 当社が別に定める契約者回線等について、他の電気通信回線設備に空きがない場合等の理由によ

り回線収容替え（契約者回線等に係る伝送路設備を当社が指定する他の伝送路設備に変更するこ

とをいいます。以下同じとします。）を行うことができないとき。 

(3) 契約者の名義変更、または地位の承継があったとき。 

(4) 当社が定める期日までに工事を完了できないとき。 

(5) 契約者の死亡について当社に届出があり、当社がその事実を確認したとき。 

2. 当社は、契約者が第１７条（利用停止）第１項各号のいずれかに該当する場合で、かつ、その事

実が当社の業務遂行に著しい支障を及ぼすと当社が認めた場合は、同条の定めにかかわらず、契

約者回線等の利用停止をしないで本サービス利用契約を解除することがあります。 

3. 当社は、契約者において、破産、民事再生または会社更生の申立てその他これに類する事由が生

じたことを知ったときは、本サービス利用契約を解除することがあります。 

4. 当社は、前三項の定めにより本サービス利用契約を解除しようとするときは、あらかじめ契約者

に通知します。ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りではありません。 

5. 契約者は、当社が本条第１項または第３項の定めに従って本サービス利用契約を解除したことに

より契約者に損害が生じた場合でも、当該損害について当社は一切責任を負わないことを承諾し

ます。 

6. 当社が、本条第１項または第３項の定めに従って本サービス利用契約を解除したことに伴い、契

約者の所有または占有する敷地、家屋または構築物等の復旧に費用を要することとなった場合で

あっても、当該費用は、契約者が負担するものとします。 

7. 当社が、本条第１項または第３項の定めにより、本サービス利用契約を解除した場合でも、第20

条第2項に基づき当社が定める工事費その他支払義務のある工事費を支払うものとします。 

 

第１６条（利用中止） 

1. 当社は、次の場合には、本サービスの利用を中止することがあります。 

(1) 当社の電気通信設備の保守上もしくは工事上、または本サービスの品質確保のため、やむを得な

いとき。 

(2) 第１９条（通信利用の制限等）の定めにより、本サービスの利用を中止するとき。 

(3) 当社が別に定める契約者回線等について回線収容替え工事を行うとき。 

2. 当社は、前項の定めにより本サービスの利用を中止するときは、あらかじめ当社が適当と認める

方法により契約者に周知します。ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りではありません。 

3. 当社は、営業上または技術上の理由により、本サービスの全部または一部を廃止することがあり

ます。 

4. 当社は、前項の定めにより本サービスの全部または一部を廃止するときは、廃止する日の1年以

上前までに、法令に定める方法により契約者に周知するものとします。ただし、法令に別段の定

めがある場合は、この限りではありません。 

 

第１７条（利用停止） 

1. 当社は、契約者が次のいずれかに該当するときは、当社が定める期間、その契約者回線等の利用



最終改定日：2026年9月1日  

4 

 

を停止することがあります。 

(1) 料金その他の債務について、支払期日を経過してもなお支払わないとき（料金その他の債務に係

る債権について、第２６条（債権の譲渡および譲受）の定めにより同条に定める事業者に譲渡す

ることとなった場合は、その事業者に支払わないときとします）。 

(2) 当社と契約を締結しているまたは締結していた他のサービス契約のサービスの料金等について、

支払期日を経過してもなお支払わないとき。 

(3) 当社の承諾を得ずに、契約者回線等に自営端末設備、自営電気通信設備、当社以外の電気通信事

業者が設置する電気通信回線または当社の提供する電気通信サービスに係る電気通信回線を接続

したとき。 

(4) 契約者回線等に接続されている自営端末設備もしくは自営電気通信設備に異常がある場合その他

電気通信サービスの円滑な提供に支障がある場合に当社が行う検査を受けることを拒んだとき、

またはその検査の結果、技術基準等に適合していると認められない自営端末設備もしくは自営電

気通信設備を契約者回線等から取り外さなかったとき。 

(5) 前各号のほか、本約款の定めに違反する行為であって本サービスに関する当社の業務の遂行また

は当社の電気通信設備等に著しい支障を及ぼしまたは及ぼすおそれがある行為をしたとき。 

2. 当社は、前項の定めにより契約者回線等の利用停止をしようとするときは、あらかじめその旨を

契約者に通知します。ただし、本条第１項第２号により、本サービスの利用停止を行うときであ

って、緊急やむを得ない場合は、この限りではありません。 

 

第１８条（契約者回線等の提供ができなくなった場合の措置） 

1. 当社は、当社および契約者の責めによらない理由により契約者回線等の提供ができなくなった場

合は、契約者からその契約者回線等の利用の一時中断の請求があったときを除き、本サービス利

用契約を解除することがあります。 

2. 当社は、前項の定めにより、本サービス利用契約を解除しようとするときは、あらかじめ契約者

に通知するものとします。 

 

第１９条（通信利用の制限等） 

1. 当社は、天災、事変その他の非常事態が発生し、または発生するおそれがあるときは、災害の予

防もしくは救援、交通、通信もしくは電力の供給の確保または秩序の維持のために必要な事項を

内容とする通信および公共の利益のため緊急を要する事項を内容とする通信を優先的に取り扱う

ため、契約者回線等の利用を制限することがあります。 

2. 契約者は当社に対し、前項の規程に基づき契約者回線等の利用が制限されることによるいかなる

損害賠償も請求することはできないものとします。 

 

第２０条（料金および工事等に関する費用） 

1. 当社が提供する本サービス料金は、利用料金、手続きに関する料金等とし、別紙料金表に定める

ところによります。 

2. 当社が提供する本サービスの工事に関する費用は、別紙料金表に定めるもののほか、工事内容、

設備状況その他の条件に応じてNTT東日本またはNTT西日本が算定する工事費に基づき、当社が定

めるものとします。 

3. 貸与した端末設備を紛失、破損した場合およびその他の理由により端末設備を返却しない場合の

機器損害金は、NTT東日本およびNTT西日本の定めるところによります。 

 

 

第２１条（利用料金等の支払い義務） 

1. 契約者は、当社が本サービスの提供を開始した日から起算して、本サービス利用契約の終了日ま

での期間について、別紙料金表に定める利用料金を支払うものとします。 

2. 第１７条（利用停止）の定めにより、利用の一時中断または利用停止があったときでも、契約者

は、その期間中において、別紙料金表に定める利用料金を支払うものとします。 

3. 契約者は、本サービスを利用できなかった期間中において、別紙料金表に定める利用料金を支払

うものとします。 
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4. 当社は、支払いを要しない利用料金等が既に支払われているときは、その料金を返還します。 

 

第２２条（工事費の支払い義務） 

1. 契約者は、契約の申込みまたは工事を要する請求をし、その承諾を受けたときは、契約者は、別

紙料金表に定める工事費または第20条第2項に基づき当社が定める工事費を支払うものとします。

ただし、工事の着手前にその契約の解除またはその工事の請求の取消し（以下、この条において

「解除等」といいます。）があった場合は、この限りではありません。この場合、既にその工事

費が支払われているときは、当社は、その工事費を返還するものとします。 

2. 工事の着手後に解除等があった場合は、前項の定めにかかわらず、契約者は、工事の進捗状況そ

の他の条件に応じて当社が算定する工事費を支払うものとします。 

 

第２３条（手続きに関する料金の支払義務） 

契約者は、本サービスに係る手続を申込み、当社がその承諾を受け付けたときは、別紙料金表に定める

手続きに関する料金を支払うものとします。 

 

 

第２４条（料金の計算方法等） 

料金の計算方法ならびに料金および工事に関する費用の支払方法は、別紙料金表に定めるところにより

ます。 

 

第２５条（延滞利息） 

契約者は、料金その他の債務（延滞利息を除きます。）について支払期日を経過してもなお支払いがな

い場合には、支払期日の翌日から起算して支払いの日の前日までの期間について年１４．６％の割合

（閏年も３６５日として計算するものとします。）で計算して得た額を延滞利息として支払うものとしま

す。 

 

第２６条（債権の譲渡および譲受） 

1. 契約者は、月額利用料等本サービスまたはその他当社が契約者に対して有する債権を当社が指定

する譲渡先に譲渡することをあらかじめ承認するものとします。 

2. 契約者は、本サービスを提供する当社以外の事業者（当社が別に定める者に限ります。以下この

条において同じとします。）の規約等に定めるところにより当社に譲り渡すこととされた当該事

業者の債権を当社が譲り受け、同債権を請求することをあらかじめ承認するものとします。 

3. 前項の場合において、当社は、譲り受けた債権を当社が提供する本サービスの料金とみなして取

り扱うものとします。 

4. 契約者は、契約者が第１項または第２項の定めにより譲渡された債権に係る債務を、当該債権の

譲受人が定める支払期日までに支払わないときは、支払いがない旨等の情報を、当該債権の譲渡

人と譲受人との間で共有する場合があることについて、同意するものとします。 

 

第２７条（契約者の切分責任） 

1. 契約者は、自営端末設備または自営電気通信設備が利用回線等に接続されている場合であって、

当社の電気通信設備を利用することができなくなったときは、その自営端末設備または自営電気

通信設備に故障のないことを確認のうえ、当社に修理の請求をするものとします。 

2. 前項の確認に際して、契約者から請求があったときは、当社は、本サービス取扱所において試験

を行い、その結果を契約者にお知らせします。 

3. 当社は、前項の試験により当社が設置した電気通信設備に故障がないと判定した場合において、

契約者の請求により当社または特定事業者の係員を派遣した結果、故障の原因が自営端末設備ま

たは自営電気通信設備にあったときは、契約者にその派遣に要した費用を負担していただきます。

この場合の負担を要する費用の額は、派遣に要した費用の額に消費税相当額を加算した額としま

す。 

 

第２８条（責任の制限） 
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1. 当社は、本サービスを提供すべき場合において、当社の責めに帰すべき理由によりその提供をし

なかったときは、その本サービスが全く利用できない状態（その契約に係る電気通信設備による

全ての通信に著しい支障が生じ、全く利用できない状態と同程度の状態となる場合を含みます。

以下、この条において同じとします。）にあることを当社が知った時刻から起算して、２４時間

以上その状態が連続したときに限り、次項の定めに従い契約者に生じた損害を賠償するものとし

ます。ただし、当社の故意又は重過失による場合はこの限りではありません。 

2. 前項の場合において、当社は、本サービスが全く利用できない状態にあることを当社が知った時

刻以後のその状態が連続した時間（２４時間の倍数である部分に限ります。）について、２４時

間ごとに日数を計算し、その日数に対応するその本サービスに係る月額基本料金（別紙料金表に

定める料金をいいます。）の合計額を発生した損害とみなし、その額に限って賠償します。なお、

本項における月額基本料金とは、契約者が利用する各サービスプラン（マンションタイプ、ファ

ミリータイプ、クロスタイプ等）に対応する月額利用料金を指すものとします。ただし、当社の

故意又は重過失による場合はこの限りではありません。 

 

第２９条（免責） 

1. 当社は、本サービスに係る設備その他の電気通信設備の設置、撤去、修理または復旧の工事に当

たって、契約者に関する土地、建物その他の工作物等に損害を与えた場合に、それが当社の責め

によらない理由によるものであるときは、その損害を賠償しないものとします。 

2. 当社は、本約款等の変更により自営端末設備または自営電気通信設備の改造または変更（以下、

この条において「改造等」といいます。）を要することとなる場合であっても、その改造等に要

する費用については、負担しません。ただし、端末設備等の接続の技術的条件（以下、この条に

おいて「技術的条件」といいます。）の定めの変更（当社に設置する電気通信設備の変更に伴う

技術的条件の定めの適用の変更を含みます。）により、現に当社が設置する電気通信回線設備に

接続されている自営端末設備または自営電気通信設備の改造等を要する場合は、当社は、その改

造等に要する費用のうちその変更した定めに係る部分に限り負担するものとします。 

 

第３０条（通信速度の非保証） 

当社は、本サービスの通信速度につきいかなる保証も行いません。契約者は、当社が定める本サービス

の通信速度が最高時のものであり、接続状況、契約者が保有する情報通信機器、ネットワーク環境、そ

の他の理由により変化するものであることを了承するものとします。 

 

第３１条（反社会的勢力に対する表明保証） 

1. 契約者は、自らが暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼ

うゴロ、特殊知能暴力集団等と密接な関係を有する者（併せて以下、「反社会的勢力関係者」

といいます。）ではないこと、反社会的勢力関係者ではなかったこと、反社会的勢力関係者

を利用しないこと、反社会的勢力関係者を名乗るなどして当社の名誉・信用を毀損し若しく

は業務の妨害を行い、又は不当要求行為をなさないこと、契約者の主要な出資者又は役職員が

反社会的勢力関係者でないことを表明し、保証するものとします。 

2. 契約者は、前項に対する違反を発見した場合、直ちに当社にその事実を報告するとともに、

速やかに違反を改善する措置を取り、当社に結果を報告するものとします。 

3. 当社は、契約者が第１項に違反した場合、催告その他何らの手続きを要することもなく、直ち

に本サービスの全部又は一部を解除することができるものとします 

4. 前項の定めにより、本契約を解除したときは、当社は契約者に損害が生じても、何らこれを

賠償ないし補償することを要せず、当社に損害が生じたときは、契約者はその損害を賠償し

なければならない。 

 

第３２条（個人情報の保護） 

当社および契約者は、本サービス利用契約に関連して取得した個人情報（個人情報の保護に関する

法律第2条第1項に定める個人情報をいいます。）を、個人情報の保護に関する法律その他関係法令

に従い適切に取り扱うものとします。 
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第３３条（管轄裁判所） 

契約者と当社の間で訴訟の必要が生じた場合には、大阪地方裁判所をもって、第一審の専属的合意

管轄裁判所とします。 

 

第３４条（準拠法） 

本約款に関する準拠法は、日本法とし、日本法に従って解釈されるものとします。 

 

第３５条（分離可能性） 

本約款の全部又は一部が、法令により無効又は執行不能である場合であっても、他の部分は有効に

存続するものとします。 


